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平成２７年３月２５日
要綱第１０号
改正　平成２９年１月３１日要綱第２号
平成３０年１月３１日要綱第１０号
令和３年３月１５日要綱第３号
（目的）
第１条　この要綱は、広尾町において新たに事業活動を行う者や新規分野での事業活動を行う者等を支援し、起業の促進による産業の振興、商店街の活性化及び雇用の促進を図ることを目的とする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
(1)　起業家　広尾町に事業所及び事務所をおいて新しく事業を開始する者をいう。
(2)　事業計画　新たな事業の創出を図るため自ら樹立した起業化に関する事業計画又は地域資源を活用した新製品の開発等の事業化に関する事業計画をいう。
(3)　空き店舗等　商業活動を休止してから一定期間を経過した店舗物件等をいう。
（補助金の交付）
第３条　町長は、事業計画に基づいて行う事業に要する経費に対して補助金を交付することができる。ただし、当該事業等に対して、国、道その他機関から補助金等の交付を受ける場合は、それら補助金等を控除した額を補助対象経費とする。
（補助金の対象者）
第４条　この要綱による補助金の対象とする者は、町長が認定した事業計画を実行する個人及び団体で次の各号に該当する者とする。
(1)　広尾町に居住、又は事業開始までに居住する者
(2)　３年間以上の事業継続が見込まれる者
(3)　町税等を滞納していない者、又は転入者にあっては転出した市町村の市町村税等を滞納していない者
(4)　補助金の返還に伴う連帯保証人１名を有する者。連帯保証人は、補助金の返還が生じた場合に債務を負担する能力を有し、かつ、独立の生計を営む成年者で、町長の認めるものでなければならない。
(5)　町長が特に認めた者
（補助金の対象事業）
第５条　補助金の対象事業、補助金の額及び交付の回数等は次のとおりとし、補助金の対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、別に定める経費とする。
	事業名
	補助金の額
	交付の回数等

	起業家等支援事業
	対象経費の２分の１以内（空き店舗等を事業の用に供する場合は当該経費の１０分の１０以内）とし、１００万円を限度とする。
	同一事業所及びこれに類するものに対し、１回限りとする。

	新製品等開発支援事業
	対象経費の２分の１以内とし、３０万円を限度とする。
	同一事業所及びこれに類するものに対し、２回目までとし、５０万円を限度とする。


（補助金の交付対象外）
第６条　次の各号に掲げる事業、及び事業者に対して補助金は交付しない。ただし、町長が特に認めた場合は、この限りではない。
(1)　支店又はこれらに類するもの
(2)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する風俗関連営業
(3)　既に事業を営んでいる者。ただし、新製品等開発支援事業についてはこの限りでない。
(4)　政治、宗教に関するもの
(5)　金融・保険業、不動産業及びこれに類するもの
(6)　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員
（事業計画書等の提出）
第７条　補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ事業計画書を町長に提出しなければならない。
（事業計画等の認定の可否）
第８条　町長は前条の計画書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、事業計画書の認定の可否を申請者に通知するものとする。
（補助金の交付申請）
第９条　前条の規定により事業計画の認定を受けた者が補助金の交付を受けようとするときは、町長に補助金の交付申請をしなければならない。
２　認定を受けた事業が複数年度にわたる場合は、その年度ごとに補助金の交付申請を行うこととする。
（補助金の交付の決定）
第１０条　町長は、前条第１項の申請があったときは、補助金の交付の可否を決定し、その結果を申請者に通知しなければならない。
（内容の変更）
第１１条　補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、事業内容の変更、事業期間の変更又は経費の配分の変更をしようとするときは、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。
（財産の管理及び処分）
第１２条　補助事業者は、補助事業により取得又は効用の増加した資産及び設備等について、補助事業が完了した後も適正に管理し、効率的な運用を図らなければならない。
２　補助事業者は、補助事業が完了した日から３年間は補助事業により取得又は効用の増加した資産及び設備等の処分をしてはならない。ただし、町長が特に認めた場合は、この限りではない。
（補助金の取り消し及び返還）
第１３条　町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、この補助金を取り消し、又は補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。
(1)　認定及び補助金の交付に際して付した条件に違反したとき。
(2)　認定及び補助金の申請に偽りその他の不正行為があったとき。
(3)　第４条の要件を欠くに至ったとき。
(4)　事業所を町外に移転したとき。
(5)　前条第２項に違反したとき。
(6)　前各号に掲げる場合のほか町長が不適当と認めたとき。
（実績報告）
第１４条　補助事業者は、事業が完了したときは速やかに町長に報告しなければならない。
２　補助金の対象となる事業期間は、最長で計画の認定のあった日から１年間とする。
３　補助事業が複数年度にわたる場合は、年度末時点での実績を報告しなければならない。
（報告の徴収）
第１５条　町長は補助事業者に対し報告を求め、必要な調査を行うことができる。
（委任）
第１６条　この要綱の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。
制定文　抄
平成２７年４月１日から適用する。
附　則（平成２９年要綱第２号）
この要綱は、平成２９年１月３１日から施行する。
附　則（平成３０年要綱第１０号）
この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
[bookmark: last]　　　附　則（令和３年要綱第３号）
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

